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令和７年度 伊那市ふるさと納税支援業務委託 仕様書 

 

１ 業務委託名称 

 令和７年度  伊那市ふるさと納税支援業務委託 

 

２ 目 的 

  本委託業務は、ふるさと納税に係る業務のうち、寄附情報の管理、返礼品の発注

や配送の管理、返礼品の開発やＰＲ等について、民間事業者に委託することによ

って業務の効率化を図り、ふるさと納税の寄附額の増額、本市の魅力向上と発信

及び地元産業の発展を図ることを目的とする。 

 

３ 委託期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

※ただし、運用開始予定日は、令和７年９月１日とし、契約締結日から令和７年

８月３１日までは業務開始に向けた準備期間とし、業務委託料は発生しないも

のとするが、返礼品の新規開拓に関する業務等、準備期間における本委託業務

の実施は妨げない。 

 

４ 前提条件 

(1) 受託者及び返礼品提供事業者について 

  ア 受託者及び返礼品提供事業者は、商品を返礼品として提供することに関連し

て適用される法令の規定を遵守するものとする。 

  イ 受託者及び返礼品提供事業者は、提供する返礼品が平成３１年総務省告示第 

１７９号の規定による地場産品基準を満たしていることを確認するものとする。 

 

 (2) 本市が利用しているポータルサイトについて 

現在、本市が利用している次のア～オのポータルサイトのうち、ア～エに関す

る業務を委託する。ただし、オについては、受注者によって対応が可能な場合に

限り、業務を委託するものとする。 

 ア ふるさとチョイス（パートナーサイトを含む。） 

 イ 楽天ふるさと納税 

 ウ ふるなび 

 エ Amazon ふるさと納税 

 オ さとふる（Yahoo！ふるさと納税を含む。） 

 カ 三越伊勢丹ふるさと納税 

 

(3) 寄附管理システムについて 

寄附、寄附者情報、返礼品の発注・配送、精算等の管理については、株式会社
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エッグが提供するシステムを使用し、オンラインワンストップ特例申請受付等の

管理については、株式会社Ｗｏｒｋｔｈｙ提供の「ふるさと納税ｄｏ」を使用す

ることとする。ただし、これと同等以上の機能を有する寄附管理システムの導入

提案も可能とするが、その構築費用は委託料に含むものとし、業務の継続に支障

を来すことのないよう、受託者の責任において返礼品提供事業者への説明やデー

タ移行等を行うものとする。この場合において、受託者は、本市が寄付金受領証

明書等の作成及び発行業務に使用する株式会社エッグ及び株式会社Ｗｏｒｋｔｈ

ｙ提供の「ふるさと納税ｄｏ」に対してもデータの更新・入力等を随時行い、最

新の状態を保つものとする。 

 

(4) 寄附受入額及び件数について 

※（ ）は、寄附のうち「エレコム株式会社」に係るもの 

 ア 令和６年度 

   ５５２,２３７,０００円 １７,３８７件 

（３５６,１７４,０００円  ６,４２５件） 

 イ 令和５年度 

６５４,６５８,５００円 １５,２５９件 

（２８５,３１７,０００円  ５,５６８件） 

 ウ 令和４年度 

 ２,５３０,７２３,０００円 ２３,６１４件 

（４７６,９００,０００円  ８,２７９件） 

 

５ 委託業務内容 

 (1) 寄附情報の管理・運営に関する業務 

 (2) 返礼品の発注、配送管理及び返礼金の代金・配送料の精算等に関する業務 

 (3) 各ポータルサイトの管理・運営・充実に関する業務 

 (4) 寄附者からの問合せ等への対応に関する業務 

 (5) 返礼品の新規開拓・ブラッシュアップ・広報・ＰＲに関する業務 

 (6) 返礼品提供事業者との連絡調整に関する業務 

 (7) 本市との連絡調整及び報告に関する業務 

 (8) その他ふるさと納税に関する業務 

 

なお、以下に掲げる業務は、本業務委託の対象外とする。 

(1) 寄付金受領証明書等の作成及び発行業務 

(2) ワンストップ特例申請受付業務 

(3) 現地決裁型ふるさと納税に係る業務 

(4) 「エレコム株式会社」が提供する返礼品に係る業務 
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６ 委託業務内容の詳細 

 (1) 寄附情報の管理・運営に関する業務 

   ア ４ 前提条件の(1)に記載したア～エのポータルサイトから、寄附申込

み、決済及び返礼品等の情報を寄附管理システムに取り込み、入金状況等

を管理すること。 

   イ 各ポータルサイトから発信される寄附申込完了や決済完了のメールは、寄

附者及び本市に送信すること。 

   ウ 寄附管理システムを導入する場合は、以下に掲げる機能を有すること。 

    (ｱ) 郵送、ＦＡＸ等で本市に直接の寄附申込みがあった場合に管理できる

こと。 

    (ｲ) 各ポータルサイトが提供する多様な決済手段の入金状況の閲覧できる

こと。 

    (ｳ) 礼状、寄付金受領証明書、ワンストップ特例申請書の作成・印刷がで

きること。 

(ｴ) 返礼品の発送状況が閲覧できること。 

(ｵ) 寄附管理システム上のデータをＣＳＶ形式でダウンロードできること。 

(ｶ) 寄附管理システムでの作業をログとしての記録し、保管できること。 

(ｷ) 各種条件での検索及び集計ができること。 

  エ 大規模災害等が発生した場合において、災害支援金を円滑に受け入れること

ができるよう、迅速かつ臨機応変に対応すること。 

  オ 本市が新規にポータルサイトを導入した場合は、当該ポータルサイトを通じ

た寄附について、上記ア～エの業務に対応すること。 

 

 (2) 返礼品の発注、配送管理及び返礼金の代金・配送料の精算等に関する業務 

  ア 寄附者からの申込内容に沿って、本市が指定する返礼品を調達し、寄附金の

入金確認後から原則として、３０日以内に寄附者が指定する配送先に配送でき

るように管理をすること。ただし、寄附者が受取日を指定した場合、返礼品が

季節限定品である場合等により、本市が３０日以内の発送が困難であると認め

るときは除く。なお、本市が指定する返礼品の内容等は、変更する場合がある

ので本市の指示に従って対応すること。 

  イ 返礼品事業者と密に連携し、返礼品の品質管理、寄附者の個人情報の保護等

を行うこと。食品など賞味期限の短い返礼品は、寄附者への受け渡しが確実に

行われ、返礼品提供事業者に返送されることのないように適切な措置を行うこ

と。 

  ウ 本市の指示に従い、配送時期及び数量等の管理を行うこと。 

  エ 返礼品提供事業者への発注時は、受託者において配送伝票の準備及び伝票発

送をすること。 

  オ 毎月の出荷実績から返礼品提供事業者へ請求内容の確認書類を発行すること。 
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  カ 返礼品提供事業者から返礼品を調達する場合は、返礼品の納品を確認した後、

返礼品提供事業者から、受託者との契約等に基づく請求があった日から３０日

以内に返礼品代金及び配送料を返礼品提供事業者へ支払うこと。なお、本市は、

返礼品代金及び配送料以外の費用は負担しない。 

  キ 上記可カで支払った経費については、月次集計し、本市に請求すること。な

お、請求は、返礼品提供事業者名、返礼品名称、配送数量、配送料等の内訳が

分かる明細を添付すること。 

  ク 返礼品出荷前に寄附者の都合により配送内容に変更があった場合は、受託者

において配送事業者に連絡する等の対応をすること。なお、データの修正・返

礼品の出荷変更等についても対応すること。 

  ケ 配送遅滞、返礼品等の梱包箱の破損等、配送に係るトラブルや返礼品に対す

るクレーム等が生じた場合は、返礼品提供事業者と連携し、速やかに寄附者の

対応をすること。 

  コ 本市が新規にポータルサイトを導入した場合は、当該ポータルサイトを通 

じた寄附について、上記ア～ケの業務に対応すること。 

 

 (3) 各ポータルサイトの管理・運営・充実に関する業務 

ア ４ 前提条件の(1)に記載したア～エのポータルサイトにおいて、返礼品の

登録・修正作業を行うこと。また、返礼品の紹介文は、返礼品提供事業者と調

整の上、定期的に改善することとし、返礼品や返礼品提供事業者の魅力等が寄

附者に伝わるように努めること。 

イ 各ポータルサイトにおいて、ＳＥＯ対策（検索エンジン最適化）に配慮した

掲載内容の工夫、見栄えの良い写真の撮影や加工等、寄附者に選ばれやすい返

礼品となるよう、掲載情報を充実させること。 

  ウ 本市が新規にポータルサイトを導入した場合は、当該ポータルサイトについ

て、上記ア～イの業務に対応すること。 

  エ 各ポータルサイトが実施するメールマガジン、ＰＲ等の各種サービスを本市

と協議の上、活用すること。 

  オ 本市からの依頼による掲載ページの作成・修正・更新等については、迅速に

対応すること。 

 

 (4) 寄附者からの問合せ等への対応に関する業務 

  ア コールセンターを設置し、寄附者及び返礼品提供事業者からの各種問合せに

対応すること。なお、コールセンターの電話番号は、４ 前提条件の(1)に記

載したア～エのポータルサイトに問合せ先として掲載すること。 

イ 各種問合せの対応内容等は、随時記録をすることとし、定期的に本市へ情報

提供すること。 

  ウ 返礼品に対する苦情や配送事故等について、速やかに状況を確認し、返礼品
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提供事業者や配送事業者に対し対策を求める等、事態の解決に向けた対応をす

ること。 

  エ 本市が新規にポータルサイトを導入した場合は、当該ポータルサイトについ

て、上記ア～ウの業務に対応すること。 

 

 (5) 返礼品の新規開拓・ブラッシュアップ・広報・ＰＲに関する業務 

  ア 国の定める地場産品基準に適合した返礼品を新規に追加するため、積極的 

に生産者及び事業者と交渉を行い、本市に対し返礼品案を提案すること。 

  イ 返礼品の新規開拓は、準備期間の実施を妨げないため、早期に着手すること

とし、できる限り令和７年１２月から各ポータルサイトに掲載できるよう努め

ること。 

  ウ 返礼品の魅力向上や改善策を積極的に行い、各ポータルサイトへ反映させる

こと。 

  エ 本市の魅力を広く発信し、認知度を向上させるとともに、ＲＰＰ広告、各種

広告媒体等を活用し、返礼品等の効果的なＰＲをすること。 

  オ ＳＮＳや各種広告媒体の活用、本市のふるさと納税の魅力が伝わるチラシ・

パンフレットの作成等によるＰＲについて、本市と協議の上、実施すること。 

 

 (6) 返礼品提供事業者との連絡調整に関する業務 

  ア 随時、返礼品提供事業者を直接訪問するとともに、返礼品の生産状況、原材

料、製造工程等を調査し、国の定める地場産品基準に適合していることを定期

的に確認すること。  

  イ 返礼品提供事業者の希望に応じて、返礼品掲載に係る写真、文言、表現等に

ついて支援すること。 

 

 (7) 本市との連絡調整及び報告に関する業務 

  ア 円滑な業務遂行のため、本市と定期的な情報交換を行う場を設けること。 

イ ふるさと納税の市場の動向や本市の寄附状況を定期的に分析し、分析結果を

基に今後の寄附見込みや課題について本市に報告するとともに、本市のふるさ

と納税の推進に向けた取組を提案すること。 

ウ 国が定める募集費用総額５０％以下基準を満たすよう、本市と協力し、本委

託業務を遂行するとともに、各種経費（ポータルサイト使用料、決済手数料等

本委託業務の対象外も含む。）の節減を積極的に実施すること。 

 

 (8) その他ふるさと納税に関する業務 

  ア ふるさと納税に関して、受託者が有するサービス等で寄附の増額、本市の魅

力向上につながる効果的な手法があれば提案すること。 

  イ 本委託業務の実施に当たっては、関係法令及び関係省庁からの通知等を遵守
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すること。 

 

７ 委託料の支払いについて 

  以下に掲げる区分に応じて委託料を支払うものとする。 

ただし、４前提条件(2)及び５委託業務内容に掲げる本委託業務の対象外となる

業務に係る寄附金は、除くものとする。 

(1) 業務委託料 

  寄附額に対して、受託者が提案した率（４.５％以内）を乗じて算出された額

（消費税及び地方消費税を含む。）とする。この場合において、寄附額は、ポー

タルサイト経由の有無を問わず、寄附金額の合計とする。 

(2) 返礼品代金 

  返礼品代金（梱包等の諸経費、消費税及び地方消費税を含む。）として実費を

支払うものとする。なお、本市は、受託者と返礼品提供事業者の契約内容等を

確認できるものとする。この場合において、返礼品代金は、寄附金額の３０％

以内とし、中間手数料の加算は認めない。 

(3) 返礼品送料 

  返礼品の送付費用として実費を支払うものとする。なお、本市は、受託者と

返礼品提供事業者の契約内容等を確認できるものとする。この場合において、

配送方法は、返礼品の品質に影響を及ぼさない最低限の方法とし、中間手数料

の加算は認めない。 

 

８ 実績報告及び支払方法について 

 (1) 受託者は、毎月の業務について、以下に掲げる事項を記載した実績報告書を

翌月の１０日までに本市に提出し、委託料を請求するものとする。 

  ア 寄附受入額 

  イ 返礼品の調達及び返礼品の送付費用（内訳、明細が記載されたもの） 

  ウ その他本市が必要とする事項 

 (2) 本市は、受領した実績報告書を検収し、合格したと認めたときは、請求日か

ら３０日以内に委託料を支払うものとする。 

 (3) 本市は、必要があると認める場合は、受託者に対し、本業務委託の履行状況

その他必要事項について、報告を求め、又は検査を実施できるものとする。この

場合において、受託者は、これに誠実に対応しなければならないものとする。 

 

９ 返礼品の調達・発送等に係る契約不適合責任 

(1) 本市は、寄附者に対し、返礼品の調達・発送等に係る契約不適合責任を負わ

ない。 

(2) 受託者は、寄附者に対し、返礼品の調達・発送等に係る契約不適合責任を負

う。 
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１０ 著作物の取扱い 

(1) 本業務委託において、新たに撮影した写真、新たに作成・修正等したポータ

ルサイトのページ等の著作物（以下「著作物」という。）の著作権は、本市に帰

属するものとする。この場合において、本市は当該著作物を自由に二次利用で

きるものとし、本業務委託の契約期間が終了した後においても同様とする。 

 (2) 受託者は、著作物について、第三者の商標権、肖像権、著作権その他の権利

を侵害するものではないことを保証するものとし、著作物が第三者の権利を侵害

していた場合に生じる一切の責任は、受託者が負うものとする。 

 

１１ 再委託の禁止 

  受託者は、本業務委託の履行を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ本市の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

１２ 個人情報の保護 

(1) 受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害すること

のないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

(2) 受託者は、本業務委託に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に使用してはならないものとし、本業務委託の契約期間が終了

し、又は解除された後においても同様とする。 

(3) 受託者は、個人情報の漏洩、滅失、改ざん及びき損の防止その他の個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

(4) 受託者は、本業務委託を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなけれ

ばならない。 

(5) 受託者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本業務委託に関して知り得

た個人情報を本業務委託以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならない。 

 (6) 受託者は、本業務委託を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

発注者の承諾がある場合を除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

 (7) 受託者は、前各号の規定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあると

きは、速やかに本市に報告し、指示に従うものとし、本業務委託の契約期間が終

了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

１３ 情報セキュリティの確保 

  本業務委託の履行に関し、個人情報を含む全ての情報の取扱いについて、情報セ

キュリティの重要性を認識し、情報の漏洩、滅失、改ざん、毀損その他事故から

保護するため、適切な管理を行わなくてはならない。 
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１４ 損害賠償 

  受託者の故意又は過失により本市に損害を与えた場合は、受託者は本市にその損

害を賠償しなければならないものとする。 

 

１５ 業務の引継ぎ 

(1) 本業務委託の契約期間が終了した後に本業務委託と同様の業務を本市が発注

し、受託者が変更となる場合は、変更後の受託者への業務の引継ぎを円滑かつ

確実に実施するものとする。 

 (2) 前号の規定に要する費用は、全て委託料に含むこととし、本市は委託料以外

の費用は、負担しない。 

(3) 受託者が受託期間中に知り得た寄附者情報や事業者情報等については、本市

の指示に従い、変更後の受託者に確実に引き継ぐものとする。 

(4) 本業務委託の契約期間内に受けた寄附申出に対する返礼品の発注、配送管理、

その他寄附者への対応は、本業務委託の契約期間が終了した後も受託者が責任を

持って行うものとする。 

 

１６ その他 

  この仕様書に定めのない事項や本業務委託の遂行に当たって疑義が生じた場合

は、本市と協議の上定めるものとする。 

 

 


